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Ⅰ 事実の概要
Y会社（被告・控訴人）は、昭和51年９月１日、合成樹脂製品に関する製造販
売等を目的として設立された株式会社である。また、Y会社は訴外A会社の連
結子会社でもある。そして訴外A会社は、Y会社の株式を60％有する親会社で
ある。
X（原告・被控訴人）は、昭和57年５月にY会社の非常勤取締役に就任し、そ
の後、平成３年５月15日に代表取締役に就任し、平成18年５月26日に退任するま
で15年間代表取締役として経営を行っていた。その間は、Y会社の経営に専念
し、経営・業績上も問題はなかった。またXは、Y会社代表取締役就任前であ
る昭和58年６月１日から平成３年２月28日まで、A会社の取締役に就任してい
た。
Y会社では、昭和51年９月１日、退任した取締役・監査役（「役員」）の退職慰
労金について、退職慰労金内規（以下、本件退職慰労金内規という）を制定し、平
成７年６月１日に改定した。なお、退職慰労金の減額や不支給についての定めは
置かれていない。またY会社では、昭和57年５月から平成18年５月までの間に、
常勤役員３名が退職したが、いずれの役員も、Y会社の株主総会において、退
職慰労金内規に従い、金額、時期、方法等については取締役会に一任するとの内
容の退職慰労金支給決議がされ、これに基づいた取締役会の決議により、各役位
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別年数に各役位別定額を乗じた計算方法により算出された金額の退職慰労金（基
本的退職金部分）が支給されていた。また退職慰労金内規により退職慰労金の支
給時期は、原則として、株主総会の決議後１か月以内とされていた。
平成18年５月10日頃、Y会社はXの退職慰労金支給議案を含む定時株主総会
（以下、本件定時株主総会という）の招集通知をY会社の株主全員に送付した。そ
して、平成18年５月26日、Y会社において開催された本件定時株主総会（代理人
を含みY会社の株主６名のうち５名（持株比率合計40％）が出席）で、代表取締役及
び取締役を退任するXに対し「会社内規に従い、金額、時期、方法については
後日開催する取締役会に一任する」との内容で退職慰労金を支給する旨の決議が
なされた。同決議後、A会社は、A会社の取締役をした後に関連会社の専任役
員に就任した者は関連会社を退職する際、退職慰労金を支給しない旨のA会社
の内規が定められていたことから、A会社の役員経験者であるXに対する退職
慰労金の支給に反対した。しかし、A会社は代理人による出席も含めて本件定
時株主総会には出席しておらず、また決議にも参加していなかった。
Xの後任としてY会社の代表取締役に就任した Bは、A会社の内規に基づい
て、取締役会においてXへの退職慰労金の支給について審議・決議を行わなか
った。その後、平成19年７月30日に開催されたY会社の臨時株主総会（以下、本
件臨時株主総会という）（委任状を含め、Y会社の株主６名のうち５名（持株比率合計
92％）が出席）において、上記退職慰労金支給決議を撤回する旨の決議がされた。
以上の事実関係のもと、Xは、主位的請求として、Y会社の株主は本件定時
株主総会においてXに対し「会社内規に従い、金額、時期、方法については後
日開催する取締役会に一任する」との内容で退職慰労金を支給する旨の退職慰労
金決議をし、Xに支給する本件退職慰労金の金額は、加算金を除けば、本件退
職慰労金内規３条により機械的、一義的に算出されるものであり、取締役会の裁
量の余地はなく、本件定時株主総会における退職慰労金決議により、Xは2250
万円の退職慰労金請求権を取得したといえるとして、既に発生したXに対する
退職慰労金請求権を、その後の本件臨時株主総会で撤回することはできず、Y
会社はXに対し退職慰労金2250万円を支払うべき義務があるとして、退職慰労
金2250万円及びこれに対する支払督促送達の日の翌日である平成19年５月２日か
ら支払済みまで商事法定利率年６分の割合による遅延損害金の支払を求めた。
また予備的請求として、XはY会社の取締役会に対し、退職慰労金の金額等
の決定が一任されたところ、同社代表取締役 Bら取締役の任務懈怠により、取
締役会において退職慰労金の金額等の決定がされず、その結果、内規によって算
出される退職慰労金相当額の損害を被ったとして、会社法350条に基づき、損害
金2250万円及びこれに対する不法行為の後である平成19年５月２日から支払済み
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まで商事法定利率年６分の割合による遅延損害金の支払いを求めた。
これに対して、Y会社は、次のように主張した。A会社は本件定時株主総会
の招集通知を受領し、これにより、Xに対する退職慰労金の支給が議案とされ
ていることを知ったが、しかし、A会社では、A会社の役員を務めた後に関連
会社の専任役員に就任した者が当該関連会社を退職する際は退職慰労金を支給し
ない旨のA会社内規が定められていたところ、Xがこれに該当するので、Y会
社に対し、Xへの退職慰労金の支給は承認しないから、議案から削除するよう
伝えた。A会社は、Y会社がA会社の指示に従い、上記議案を削除したものと
考えたので、本件定時株主総会には出席せず、委任状も提出しなかった。ところ
が、Xはこれを奇貨として、A会社不在のまま退職慰労金決議をさせ、退職慰
労金決議は、同社の発行済株式の60％を有するA会社の意思が反映されていな
いので、無効であることを主張した。また、本件退職慰労金決議が有効であると
しても、本件臨時株主総会において撤回の決議がされ、遡及的に消滅していると
して無効であることを主張した。
原審判決（東京地裁平成19・12・19判タ1294号159頁）では、Xの主位的請求を棄
却し、予備的請求については、同社に対し2250万円及びこれに対する平成19年５
月２日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払を求める限度で認容し、
その余の請求を棄却した。そこで同社が控訴をし、Xが附帯控訴をした。
Ⅱ 判決要旨
本判決では、本件株主総会の決議によりXに対する退職慰労金の基本的部分
は、退職慰労金内規にしたがって確定しており、同決議により取締役会の判断に
委ねられたのは上積みの功労加算をするかどうかと内規により総会決議後１ヶ月
以内に支払うとされているのを当該取締役と協議の上、会社の業績等に照らして
変更するかどうかの点にあって、１ヶ月以内に協議、変更されない限り、支払い
時期は総会決議後１ヶ月以内に確定するという理由から、主位的請求であるX
の退職慰労金請求を認容し（主位的請求を認容したことにより予備的請求は当然に失
効）、以下のように判示した。
?…Y会社においては、昭和51年９月１日（平成７年６月１日改定）、退任した
役員の退職慰労金について、本件退職慰労金内規を制定し、遅くとも昭和57年５
月以降は、Y会社の株主総会において、退職する役員について、本件退職慰労
金内規に従い、金額、時期、方法等については取締役会に一任するとの内容の退
職慰労金支給決議をし、これに基づく取締役会の決議により、各役位別年数に各
役位別定額を乗じた計算方法により算出された金額の退職慰労金（基本的退職金
商事判例研究（林) 269
部分）を支給するという運用がされていた。Y会社についても、本件定時株主総
会において、従前同様、「会社内規に従い、金額、時期、方法については後日開
催する取締役会に一任する」との内容で本件退職慰労金を支給する旨の決議がさ
れたのである。…本件退職慰労金内規によると、基本的退職金部分については、
役員在任期間の各役位別年数に７条の各役位別定額を乗じ、合計した額とされ
（３条１項）、…特に減額や不支給についての定めは置かれていないのである。ま
た、退職慰労金の支給時期についても、原則として株主総会の決議後１か月以内
と具体的に定められているのである（９条）。
そうすると、本件定時株主総会において、会社内規（すなわち本件退職慰労金内
規）に従い退職慰労金を支給することを決めた以上、基本的退職金部分について
は、自動的に算定され、取締役会には、その額を増やしたり、減らしたりすると
いった裁量の余地はないことになるのである。すなわち、基本的退職金部分の支
給は株主総会の決議により確定的になったものということができる（後は単に機
械的に金額を計算する事務的作業が残るだけである。）。取締役会が裁量判断をなし得
るのは、主として、基本的退職金部分に上積みして功労加算をするかどうかとい
う点（８条）と、退職慰労金は株主総会の決議後１か月以内に支払うとされてい
るのを、当該取締役と協議の上、会社の業績等に照らして変更するかどうかとい
う点（９条）であったのである。…
このように、本件退職慰労金内規の定め方に照らすと、本件退職慰労金決議に
おいて取締役会の判断にゆだねた部分は、主として功労加算をするかどうかとい
う点と１か月以内に支給という原則を会社の業績等に照らして変更するかどうか
という点にあったのであり、基本的退職金部分は、取締役会の決定を待たず、支
給することに確定したものと解されるのであるから、基本的退職金部分について
は、取締役会の決議を経ずとも、XとY会社との合意の内容になったというべ
きである（なお、このように解したとしても、会社法361条（旧商法269条）の趣旨目
的（取締役ないし取締役会によるいわゆるお手盛りの弊害の防止）を潜脱することにな
らないことは明らかである。そもそも会社法は、取締役に対する報酬の支給につき株主
総会の決議を要求しているが、取締役会の決議を要件としているわけではないのである
から、株主総会の決議で内容が確定し、取締役会でもはや変更できない部分まで、取締
役会の決議を経なければ、内容が確定せず、当事者間の合意の内容にならないと解する
必要性はないのである。）。
…そして、本件退職慰労金内規によると、社長として15年間在任した被控訴人
に支給する基本的慰労金の額は、2250万円（役位別定額150万円×役員在任年数15
年＝2250万円）となることが明らかである。
そうすると、Y会社は、Xに対し、退職慰労金2250万円及びこれに対する平
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成19年５月２日から支払済みまで商事法定利率年６分の割合による遅延損害金を
支払うべき義務があるというべきである。」
Ⅲ 研究
１ 問題の所在
本判決は、株主総会の決議によって退職慰労金の支給等を一任された取締役会
が、退職慰労金の具体的金額等を決定せず不当に放置している場合、一任決議を
行なった時点で、退職慰労金内規から自動的に計算可能な基本退職慰労金請求権
は具体化されるとして、これについて退職取締役が会社に対して債務不履行を理
由とする損害賠償請求権を有する旨を判示した
(１)
ものである。上記の事案のような
場合、最高裁の判決はないものの、いくつかの下級審判決では、取締役の不法行
為を根拠に、平成18年改正前民法44条１項または会社法350条を介して、退職取
締役に会社に対する退職慰労金相当額の損害賠償請求権を認めることを判示して
いる。これに対し、本判決は、従来の判例とは異なり、債務不履行を根拠とし退
職取締役を保護しており、新しいアプローチとして位置づけることができる。こ
のようなアプローチは、学説では、以前から有力に主張されてきたものであり、
裁判所が学説の主張を取り入れたともいえる。
問題となるのは、本判決が同じ結論を導きながらも、従来の下級審判例と異な
る理論構成によって退職取締役の請求を認めたのはなぜなのか、ということであ
る。本判決のような理論構成にどのようなメリットがあるのかについて検討する
必要があろう。また、本判決は上告が受理されており、今後の判例の動向も注目
される。
２ 判例と学説
(１) 本判決と従来の裁判例との比較
前述したように、株主総会の決議によって退職慰労金の支給等を一任された取
締役会が、退職慰労金の具体的金額等を決定せず不当に放置している場合、最高
裁判決はないものの、いくつかの下級審判決が現れている（東京地判平成元年11
月13日金判849号
(２)
23頁、京都地判平成２年６月７日判時1367号
(３)
104頁、東京地判平成６年
(１) 本件事案は、A会社が子会社であるY会社の株主総会に出席しなかったにもかかわら
ず、退職慰労金を支払わないようにY会社取締役会に働きかけた特殊な事案といえるが、
本稿ではその部分には深く言及せず、本判決がどのような理論構成によって退職取締役を保
護したのかを中心に検討する。
(２) 株主総会で退職取締役の退職慰労金について、内規に従い支給するとして退職慰労金の
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12月20日判タ893号
(４)
260頁、東京地判平成10年２月10日判タ1008号
(５)
242頁）。これらの下
級審判決では、株主総会の一任決議があったとしても取締役会で支給決議をしな
いかぎり退職慰労金請求権は具体化しないと
(６)
して、一任された取締役会が、退職
慰労金の具体的金額等を決定せず不当に放置している場合、取締役の任務懈怠責
任を根
(７)
拠に取締役や会社の不法行為を認め、退職取締役の取締役や会社に対する
損害賠償請求を肯定している。
これらの下級審判決に共通していることは、これまで判例が採用してきた株主
総会の取締役会に対する一任決議についての
(８)
理解を前提に、株主総会の一任決議
があったとしても取締役会で支給決議をしないかぎり退職慰労金請求権は具体化
しないとしつつ、退職取締役に対する利益侵害を理由に不法行為による損害賠償
請求を認容している点である。これまでの判例は、実務上の慣行にも配慮して、
退職慰労金内規や慣行による支給基準が一義的に確立されているならば、株主総
会が取締役会に退職慰労金の支給等に関して一任することを肯定する。また、取
締役会が具体的に額や支給時期などを決定しないかぎり、退職慰労金請求権は発
生しないとする。これまでの下級審判決も、一任決議について判例と同じ判断枠
組みを採用してきたといえる。
本件原審も「金額については、功労加算を定めた規定があり、支給の時期等に
支給等について取締役会に一任決議を行ったものの、取締役会がその決定を不当に延引し、
違法に減額する決議を行った事案。
(３) 死亡した会社取締役に対する退職慰労金について、株主総会で退職慰労金の支給等につ
いて取締役会に一任決議を行ったものの、取締役会が不当な条件を付け、支給を拒んだ事
案。
(４) 株主総会で退職取締役の退職慰労金について、内規に従い支給するとして退職慰労金の
支給等について取締役会に一任決議を行ったものの、具体的支給に関する取締役会は開催さ
れず、不当に放置した後、取締役会で退職慰労金を支給しないとした事案。本件判批として
王子田誠「判批」判タ905号60頁（1996年）、中村一彦「判批」金判1002号45頁（1996年）、
山本忠弘「判批」私法判例リマークス15号（1997年）。
(５) 株主総会で退職取締役の退職慰労金について、内規に従い支給するとして退職慰労金の
支給等について取締役会に一任決議を行ったものの、その後の取締役会によって不当に低額
な支給決議を決定した事案。
(６) 東京高判平成12・６・21判タ1063年185頁など。
(７) 近時の判例では、 退職取締役の期待権の侵害を根拠に不法行為を認める判例（大阪高
裁平成19・３・30判タ1266号295頁）など取締役の任務懈怠責任から直接に不法行為の根拠
を求めない判例もある。
(８) 最二判昭和39年12月11日民集18巻10号2143頁、判タ173号131頁、最三判昭和44年10月28
日判時577号92頁、最二判昭和48年11月26日判時722号94頁、最三判昭和58年２月22日判時
1076号140頁。
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ついても当該役員と協議の上、別に定めることができる旨の規定（９条ただし書
き）があるのであるから、本件退職慰労金決議が単に計算を委ねる意味しかない
ということはできない」として、当該被告会社の退職慰労金内規に関して、基本
退職慰労金部分と功労加算の部分を分けず、退職慰労金全体は一任された取締役
会が決定しなければならないとし、一任決議を行った時点では、退職慰労金請求
権が具体化されるとはしなかった。これに対し、本件では退職慰労金内規に「退
職慰労金は株主総会の決議後１か月以内に支払う」という規定が定められている
ことから、本件取締役会が一任決議から１年を経ても具体的に決定しないことに
取締役の任務懈怠を認め、会社の不法行為責任を認めることを判示した。これ
は、従来の下級審判決と同様の判断枠組みを用いたといえる。
一方、本判決では、退職慰労金内規の一義性（一定の支給基準の存在と推知性）
の存在を前提に、判旨において被告である当該会社の退職慰労金内規に対して、
「…基本退職金部分については、役員在任期間の各役位別年数に７条の各役位別
定額を乗じ、合計した額とされ（３条１項）、…特に減額や不支給についての定
めは置かれていないのである。…基本退職金部分については、自動的に算定さ
れ、取締役会には、その額を増やしたり、減らしたりといった裁量の余地はない
ことになるのである」として、当該被告会社の退職慰労金内規の内容から、自動
的に合計額が算定される基本退職慰労金部分に関しては一任決議の時点で具体化
しているとした。そして本判決では、本件取締役会が一任決議から１年間経って
も具体的に決定しないことに対する取締役の任務懈怠責任には言及せず、端的に
会社の退職取締役に対する債務不履行として損害賠償請求を認めることを判示し
た。
このような相違は、株主総会の一任決議の趣旨の捉え方が異なることに起因す
るものと思わ
(９)
れる。従来の下級審判例や原審は、株主総会が取締役会に退職慰労
金の支給等を一任するのは支給額・支給方法・支給時期について、すべて委ねる
ことを意味しているとして、一任決議を取締役会に対する授権決議と捉えている
ということができる。一方、本判決では、株主総会が取締役会に退職慰労金の支
給等を一任するのは、退職慰労金の支給等に関してすべて委ねるのではなく、基
本退職慰労金と功労加算を区別して、功労加算について株主総会で判断すること
が困難なことからその決定のみを取締役会に委ねる決議と捉えていることが上記
の判旨からも伺える。また、本判決のような捉え方をするためには、支給基準な
どが退職慰労金内規において一義的でなければ難しいといえる。
(９) 北村雅史「判批」私法判例リマークス25号104頁（2002年）。
商事判例研究（林) 273
(２) 学説の状況
学説をみると、取締役会が具体的に額や支給時期などを決定しないかぎり、退
職慰労金請求権は発生しないとする判例の判断を前
(10)
提に、不法行為を根拠として
取締役や会社に責任を認める説と、債務不履行を根拠として取締役や会社に責任
を認める説が主張されて
(11)
いる。どちらの説を採るとしても、前提として不当に放
置した場合であることが必要になる。なぜなら、不当に放置していると認定でき
ない場合は、株主総会が一任した以上、取締役会が具体的に決定しないかぎり退
職慰労金請求権が具体化しないと考えることが妥当であるからである。まず不法
行為を根拠とした説は、取締役会が株主総会の一任決議に基づいて退職慰労金の
具体的支給を行わないことを取締役の任務懈怠として、退職取締役は①民法709
条、平成18年改正前民法44条１項または会社法350条を根拠に取締役そして会社
の一般的不法行為として損害賠償請求できるとす
(12)
る説と、②会社法429条１項の
取締役の対第三者責任を根拠に損害賠償請求できるとす
(13)
る説がある。
不法行為を根拠とする学説は、基本的に取締役の善管注意義務や忠実義務から
生じる任務懈怠責任を不法行為の根拠として取締役に不法行為責任を認め、また
会社に対しても平成18年改正前民法44条１項や会社法350条によって不法行為責
任を認める。しかし、平成18年改正前民法44条１項や会社法350条は、会社の代
表取締役にのみ適用されるはずであり、取締役会を構成している取締役は直接第
三者との関係に立つとはいえないことから、取締役の行為によって会社が直接に
不法行為責任を負うことは
(14)
ないという批判もなされている。また不法行為に関す
る規定の基本として、原告である退職取締役が取締役の任務懈怠を立証し、自ら
の利益が侵害されていることとの因果関係を立証しなければならず、債務不履行
責任での追及に比べると立証責任の負担が生じる。さらに、取締役会の放置が任
務懈怠として不法行為を構成すると認定する際、判断が困難な場合も存在する。
たとえば、東京地判平成６年12月20日の事案では、退職慰労金の支給時期につい
(10) 最高裁がはじめて一任決議に対する判断を示した昭和39年当時、学説上、一任決議に対
して反対する説が多数であったが、参考書類規則などが整えられていくなかで肯定する説が
多数であるといえる。上柳克郎ほか編『新版注釈会社法（６）』（有斐閣、1987年）395頁
〔浜田道代〕。
(11) 落合誠一編『会社法コンメンタール（８）機関（２）』（商事法務、2009年）204頁〔田
中亘〕。
(12) 弥永真生「役員報酬の返上、減額、不支給をめぐる法的問題」筑波法政16号６頁（1993
年）。
(13) 青竹正一「取締役退職慰労金の不支給・低額決定に対する救済措置（下）」判評413号
183頁、弥永・前掲（注12）６頁。
(14) 青竹・前掲（注13）183頁、菱田政宏「判批」私法判例リマークス３号119頁（1991年）。
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て退職慰労金内規に規定がなく、不当に放置したと判断する時期に関する基準が
不明確であり、学説からもこの点が指摘されて
(15)
いる。
また、不法行為を根拠とした救済のみを主張する学説は、株主総会の一任決議
があったとしても取締役会で支給を決議しないかぎり具体的な退職慰労金請求権
は発生しないことを前提にしている。これは一任決議を取締役会に対する授権決
議と捉えることにつながりやすい。
一方、不法行為ではなく、債務不履行を根拠とした説には、①株主総会の決議
にかかわらず、退職慰労金相当額の決定を裁判所に求めうるとす
(16)
る説や、②一任
決議を受けた取締役会が退職慰労金に関して具体的決定を放置していた場合、債
務不履行として損害賠償請求しうるとす
(17)
る説がある。この説によれば、取締役の
任務懈怠責任を根拠とすることなしに、会社に直接的に退職慰労金請求権を主張
できる。また不法行為による責任追及とは異なり、被告である会社が債務がない
ことを立証しなければならないので、退職取締役の立証責任の負担軽減が図られ
る。また、債務不履行であれば退職慰労金請求であるので会社法上の商事法定利
率である年６分を請求でき、不法行為であれば民事法定利率である年５分を請求
可能である。本判決においても退職取締役に債務不履行を認めたので年６分の遅
延利息の請求を認めている。
債務不履行を根拠とした救済を主張する学説においても、退職慰労金請求権が
いつ生じるかは論理的に理解できるわけではなく、退職慰労金請求権がいつの時
点で生じるかは株主総会の一任決議の趣旨をどう捉えるかによって異なる可能性
がある。一任決議を取締役会に対する授権決議であると考えた場合、取締役会に
すべてを委ねていると考えているのであれば、たとえ不当に放置したからといっ
ても一任決議の時点において債務不履行請求を認めることは問題があるように思
われる。
他方で、一任決議を退職慰労金の支給等に関してすべて委ねるのではなく、功
労加算についてのみ取締役会に委ねる決議であると捉えるならば、一任決議の時
点で基本退職慰労金に関して請求権が具体化すると考えることもできよう。ま
た、学説には、退職慰労金内規に功労加算を自動的に計算できるような具体的規
定を置いていた場合、功労加算についても一任決議の時点で具体的請求権を認め
(15) 中村・前掲（注４）48頁。
(16) 上柳・前掲（注10）386頁〔浜田〕。
(17) 川島いづみ「取締役報酬の減額、無償化、不支給をめぐる問題」判タ772号81頁（1992
年）、吉本健一「株式会社の役員退職慰労金の支給に関する一考察」阪大法学47巻４・５号
241頁（1997年）、青竹・前掲（注13）174頁、弥永・前掲（注12）51頁。おそらく同旨、王
子田・前掲（注４）64頁。
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る説も存在
(18)
する。
債務不履行説のなかには、退職取締役保護の重視という観点から、債務不履行
以外に、不法行為または会社法429条１項の取締役の対第三者責任の要件を満た
す場合には、これらによって取締役に対する責任を追及することを認める説も存
在
(19)
する。他の債務不履行説を主張する論者も、明確に述べてはいないものの、不
法行為の要件を具備すれば当然不法行為責任を取締役や会社に追及することを否
定するものではないと考えられる。
３ 本判決の検討
本判決では、退職慰労金内規の一義性の存在を前提に、一任決議の時点で基本
退職慰労金請求権が具体化されるとして、退職取締役は会社に対して債務不履行
請求できるとしている。確かに、学説について検討したように、債務不履行を根
拠とした保護は退職取締役に対してさまざまな点で有利であり、本判決がこのよ
うなアプローチを採用した意義は大きい。
本判決は、本件総会決議を、退職慰労金の支給等に関してすべて委ねるのでは
なく、功労加算についてのみ取締役会に委ねる決議と捉えているといえる。しか
し、このように一任決議を捉えることには疑問がある。株主総会が取締役会に一
任する場合、支給金額ばかりではなく支給方法・支給時期などすべてを一任する
ことが
(20)
通常であろう。また、基本退職慰労金の部分も、取締役会において減額さ
れることも可能性としてはあり
(21)
うることからすれば、一任決議を取締役会に対す
る授権決議と捉えることが妥当である。本件のような、不当に放置したとされる
事案では、不法行為を根拠としたアプローチも考えられることから、取締役会が
具体的に決定するまでは、退職慰労金請求権は具体化しないと考えるべきであろ
う。
また、本判決は、「…本件退職慰労金内規において退職慰労金は１ヶ月以内に
支払うとされている以上、支払い時期の変更等の判断は、原則、株主総会の決議
後１ヶ月以内にすることを要すると解するべきであり、１ヶ月以内に協議、変更
がなされない限り、基本的退職金部分の支払い時期は株主総会の決議後１ヶ月以
内で確定すると解するのが相当である…」としており、退職慰労金内規で定めた
取締役会が協議を行なうべき１ヶ月以内は、いまだ退職慰労金請求権は具体化さ
(18) 落合・前掲（注11）207頁〔田中〕。
(19) 青竹・前掲（注13）181頁。
(20) 北村・前掲（注９）104頁。
(21) 北村・前掲（注９）104頁。
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れておらず、１ヶ月以内に決定しなかった場合にのみ、一任決議時に退職慰労金
請求権が具体化する趣旨であると読むこともできる。
しかし、通常、取締役会が協議・決定しなければならない期限である１ヵ月後
の時点で、退職慰労金請求権が具体化すると考えるのが自然ではないだろうか。
一任決議の趣旨をどちらに解したとしても、取締役会に瑕疵があるとすれば退職
慰労金内規の規定にある１ヵ月という期間を過ぎた時点からであり、そこまでの
期間においてはいまだ取締役会が退職慰労金について決定できる期間である。本
判決は、不当に放置した取締役会に対する制裁として一任決議の時点から遡及さ
せたとも捉えることができるが、一任決議の時点に遡及させることによる違いは
遅延損害金の額の違いのみであり制裁といえるほどの効力はないといえ疑問が残
る。退職取締役が退職慰労金請求権を具体的権利として請求できるのは不当に放
置したと認定できた時点とするべきである。本件においては、退職慰労金内規に
支給時期についての規定が存在しており、取締役が決定しなければならない期間
が容易に判断できる事案である。
本判決は、従来の下級審判決と異なり、退職取締役の保護として一歩進んだ判
決と評価することができるが、しかし一任決議の趣旨の捉え方や、退職慰労金請
求権を一任決議の時点に遡及させるなど若干疑問に思える部分がある。私見とし
ては、株主総会の一任決議は授権決議として捉えるべきであり、不当に放置した
場合には、不法行為を根拠としたアプローチを採るべきであったと考える。ま
た、仮に債務不履行請求を認めるとしても、退職慰労金請求権を一任決議の時点
に遡及させるのではなく、退職慰労金内規や慣行によって取締役会が協議・決定
しなければならない期限を越えた時点で、退職慰労金請求権が具体化すると捉え
るべきであったと考える。
本件の問題には直接関係ないが、退職慰労金内規が存在しない場合や支給時期
についての規定がない場合には、従来の下級審判決のように不法行為を根拠とし
た責任追及のみが認められるのかは、さらに検討するべき部分といえる。
４ 本件の射程
最後に、本判決の射程について確認する。本判決において、取締役会に対する
株主総会の一任決議が存在することを前提に、一任決議時に退職慰労金請求権が
具体化するとしたのは、退職慰労金の額の決定に関していえば、Y会社の退職
慰労金内規の支給基準等の規定が具体的であることから、容易に退職慰労金の額
を算定できたからといえる。また、取締役会が不当に放置したと認定された要因
としては、退職慰労金内規に１ヶ月以内に支払うという支給時期に関する規定が
存在し、また過去に退職役員に対して１ヶ月以内に退職慰労金が支払われていた
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という慣行があったにもかかわらず、特段の事情もないのに退職慰労金に関する
決定を１ヶ月以内に行わなかったことが要因として挙げられる。このことから、
本判決の理論構成は、退職慰労金内規が具体的に規定されている場合のみに限定
されるといえよう。このように本判決の射程は必ずしも広いものではなく、本判
決のように一任決議の時点において退職慰労金請求権が具体化したと判断できる
場合は、かなり限定されるものと考えられる。
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